
学費の公私間格差是正、『私学も無償に』、就学支援金制度の維持・拡充、 

 

10月25日付朝日新聞の全国版1面に掲載されたものが、下の記事です。政府・文部科学省の私立大学政策について書かれた地図です。「私大縮小へ誘導」の見出しにあるように、「少子化」の根本原因、教基法第8条「私

学教育」の理念には全く触れず、子どもの減少という現象だけを捉えて、文科省の政策「已む無し」のトーンで記されています。 

これに対して、「私学教育を守れ!!」「発展させよ!!」と私学助成拡充の声を上げるのが私学助成全国署名のとりくみです。 配布、回収・集約に全力を込めるとともに「私学教育」の重要性を社会に大きく打ち出しましょう!! 
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